
平成 30 年 ４月 13日 

   各   位 

                           会 社 名      日本瓦斯株式会社 

                                     代表者名     代表取締役社長 和 田  眞 治 

    ( コード番号 8174 東証 1部 ) 

問合せ先    総務部長        天 野 鎮 機 

( TEL   03-5308-2112) 

「内部統制システムの基本方針」一部改定に関するお知らせ 

当社は、平成 30 年４月 12 日開催の取締役会において、「内部統制システムの基本方針」を一部改定す

ることを決議いたしましたので、下記のとおりお知らせいたします。 

なお、変更箇所は下線で示しております。 

記 

内部統制システムの基本方針

１. 業務運営の基本方針

    当社は、以下の経営理念を経営の拠り所とし、かかる当社の経営理念を実現するための有効な

コーポレート・ガバナンス及び内部統制システムの構築を総合的に行うための組織として、代表

取締役社長を委員長とする「内部統制システム委員会」を設置し、下部組織に「内部統制ワーキ

ンググループ」を編成の上、内部統制システムの整備及び運用を進めることにより、適法かつ効

率的に業務を執行する体制の確立を図る。

(1) 地域社会に対する貢献

 環境負荷の少ないエネルギーを、地域社会に最適な供給方法により、安全と安定供給を担保し

つつ適正価格で提供することにより、お客様のより快適な生活に資するとともに、地域社会の環

境保全や防災活動に貢献します。又、地域社会の一員として地域の価値向上に積極的に参加し、

かつ納税義務を果たすことも企業としての社会的責任であり社会貢献と考えます。

(2) 企業の持続的成長を目指す

 地域社会に貢献し、お客様を増やすことが経営基盤をさらに強固なものとすると考え、適正な

利益を確保し効率的な投資を行い、企業価値の長期的向上に努めます。また、株主に対しては継

続的・安定的な配当と内部統制システムの構築により、株主価値の向上に努めます。

(3) 人的資源の尊重

 社員をはじめとする人的資源は企業を支える重要な財産と位置づけており、お客様に密着した

きめ細かいサービスを行うため、社員の能力を最大限に発揮出来るような経営を行うことは、企



業の持続的成長のために不可欠な要素であります。その根底に社員、お取引先並びにその家族の

幸福が不可欠であり、経営に当たってその増進を目指します。

２．取締役・使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制

 当社は、コンプライアンス全体を統括する組織として、経営企画本部長を委員長とする「コン

プライアンス委員会」を設置する。

 コンプライアンスの推進については、マニュアルを制定し、役員及び従業員等が、それぞれの

立場でコンプライアンスを自らの問題としてとらえ業務運営にあたるよう、研修等を通じ、指導

する。

 また、当社は、相談・通報体制としてヘルプラインを設け、役員及び従業員が、社内において

コンプライアンス違反行為が行われ、又は行われようとしていることに気づいたときは、監査室

に通報するように定める。会社は、通報内容を秘守し、通報者に対して、不利益な扱いを行わな

い。

当社は、社会の秩序や安全に脅威を与える反社会的勢力と一切の関係を持たず、反社会的勢力

の不当要求に対して断固たる姿勢で臨む。

財務報告に係る内部統制については、会社法、金融商品取引法、東京証券取引所規則等との整

合性を確保するため、経営企画本部を中心に十分な体制を構築する。

３. 取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制

 当社は、経営企画本部長を統括責任者、総務部を事務局とし、法令・社内規程に基づき情報の

保存・管理を行う。

取締役・監査役は必要に応じて保存・管理した情報を閲覧できる。

 また、情報セキュリティについてはガイドライン、個人情報保護に関する基本方針を定めて対

応する。

４. 損失の危険の管理に関する規程その他の体制

当社は、当社グループ全体のリスクを横断的に認識し、リスク分類毎に各業務の所管部門がリ

スクの洗い出しや定期的なリスクの見直しを行い、リスクの予防、軽減及び回避を行うための方

策の策定・運用に継続的に取り組む。「リスク管理規程」を制定し、当社グループ全体のリスク管

理を統括する組織として、経営企画本部長を委員長、各リスクの所管部門長（各グループ会社の

責任者を含む）を委員とし、事務局として監査室が参加する「リスク管理委員会」を設置の上、

リスク管理体制の整備及び運用を推進する。当社グループ全体において有事の際には「リスク管

理規程」に従い、会社全体として対応し危機管理にあたることとする。

    平時から、リスク管理委員会において、当社におけるリスクを評価して対応方針を決定し、統

制すべきリスクについては社員教育を徹底し、そのリスクの軽減等に取り組む体制を作る。万一

の災害時に備え、安全・安定供給リスクを専管する組織として、エネルギー管理部が専門的な立

場から、安全面・環境面・物流面での緊急保安体制を組織し、毎年訓練等を行う。

５. 取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制



 当社は、定例の取締役会を毎月開催し、重要事項の決定ならびに取締役の業務執行状況の監督

等を行う。業務執行と経営効率を向上させるため、常務以上によって構成される常務会を毎週、

各部門長が出席する経営企画会議を毎月開催し、基本的事項及び重要事項に係る意思決定を機動

的に行う。

 業務の運営については、将来の事業環境を踏まえ経営計画及び各年度予算を立案し、全社的な

目標を設定し、各部門においては、その目標達成に向け具体策を立案・実行する。

また、当社においては代表取締役社長が自ら全社員と直接面談して対話するなど、社員に向け

た経営層の方針等が速やかに伝達できる体制を構築する。

６. 当社及びその子会社から成る企業集団（以下、当社グループという。）における業務の適正を確保す

るための体制

(1) 子会社の取締役等の職務の執行に係る事項の当社への報告に関する体制

当社グループ全体の経営戦略にかかる情報共有と方針決定のため、常務会の会議等に、グループ

各社の社長等が参加する。

非常事態発生時の子会社を含めた連絡網によって当社への迅速な報告を行う等、一定の重要事

項についての当社への報告体制を構築する。

当社の内部監査部門による子会社の内部監査及び内部統制活動のレビューを行う。

(2) 子会社の損失の危険の管理に関する規程その他の体制

当社グループ全体のリスク管理を定める「リスク管理規程」を策定し、グループ全体のリスクを

概括的に管理する。

    「リスク管理委員会」には、グループ会社も参画し、横断的に当社グループ全体のリスクの把

握に努め、リスクを低減するための施策を検討する。

(3) 子会社の取締役等の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

子会社から当社に対し、中期経営計画及び年度事業計画を提出し、連結ベースでの業績管理を

行う。

当社の基幹業務システム「雲の宇宙船」及びグループウェアを子会社に導入し、グループ共通

のシステムを構築し、グループ内の情報共有を図る。

グループ内での管理業務の集約化を図り、適正な人材の配置を行う。

(4)  子会社の取締役等及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体

制

グループ全体の役員・従業員に適用される行動規範及びコンプライアンス基本方針を定める。

グループ全体の役員・従業員に対するコンプライアンス研修を実施する。

当社又は子会社の内部監査部門による子会社の監査を実施する。

７. 監査役の職務を補助すべき使用人とその独立性に関する事項



    監査役が補助使用人を置くことを求めた場合、その専属・兼務の別、人数・地位等について適

切に決定するものとし、当該使用人の人事異動及び人事評価については監査役会の同意を得るも

のとし、独立性の確保を図る。

８. 監査役への報告体制及びその他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制

(1) 当社の役職員が監査役に報告するための体制

取締役は、会社に著しい損害を及ぼすおそれのある事実があることを発見したときは、

法令に従い、直ちに監査役に報告する。

また、常勤監査役は、取締役会の他、重要な意思決定の過程及び業務の執行状況を把握する

ため、常務会・経営企画会議や内部統制システム委員会・コンプライアンス委員会・リスク管

理委員会などの重要な会議に出席するとともに、主要な稟議書その他業務執行に関する重要な

文書を閲覧し、必要に応じて取締役又は使用人にその説明を求めることとする。

なお、監査役は、会計監査人、内部監査部門、子会社の監査役等と情報交換を行い、緊密な

連携を図る。 

(2) 子会社の役職員又はこれらの者から報告を受けた者が親会社の監査役に報告をするための体制

子会社の役員及び従業員は、当社又は子会社に著しい損害を及ぼすおそれのある事実を発見し

た場合、当社の監査役に報告する。

子会社の役員及び従業員は、当社の監査役から業務執行に関する事項について報告を求められ

たときは、速やかに適切な報告を行う。

当社及び子会社の内部監査部門は、当社の監査役に対し、子会社の内部監査結果を報告する。

(3) 監査役へ報告した者が当該報告をしたことを理由として不利な取り扱いを受けないことを確

保するための体制

 当社は、監査役へ報告を行った者が、当該報告をしたことを理由に不利な取り扱いを受けない

旨の社内規程を定める。

(4) 監査役の職務の執行について生じる費用又は債務の処理に係る方針に関する事項

    監査費用を支弁するための予算を確保する。

    監査役が、外部専門家（弁護士・公認会計士等）への委嘱に関する合理的な費用の負担を求め

たときは、速やかにこれに応じる。

以 上 


